
平成１８年４月改定関係Ｑ＆Ａ

（ ２）Vol.
※本Ｑ＆Ａは、介護予防支援、居宅介護支援、訪問介
護 特定施設入居者生活介護 福祉用具貸与・販売 こ、 、 （
れらの予防給付関係を含む 、住宅改修に係る質問事。）
項を中心に取りまとめたものである。
※なお、質問事項のうち、報酬・基準に係る解釈通知
により明らかなものについては、除いてある。



【その他】

、 、52 要介護・要支援認定の新規申請 区分変更申請など

認定申請後に要介護度（要支援度）が確定するまでの

間のいわゆる暫定ケアプランについては、どこが作成

し、また、その際には、介護給付と予防給付のどちら

を位置付ければよいのか。

（答）

いわゆる暫定ケアプランについては、基本的にはこ

れまでと同様とすることが考えられる。したがって、

要介護認定又は要支援認定を申請した認定前の被保険

者は、市町村に届出の上で、居宅介護支援事業者又は

介護予防支援事業者に暫定ケアプランを作成してもら

い、又は自ら作成し、当該暫定ケアプランに基づきサ

ービスを利用することが考えられる。

、 （ ）その際 居宅介護支援事業者 介護予防支援事業者

は、依頼のあった被保険者が明らかに要支援者（要介

護者）であると思われるときには、介護予防支援事業

者（居宅介護支援事業者）に作成を依頼するよう当該

被保険者に介護予防支援事業者を推薦することが考え

られる。また、仮に居宅介護支援事業者において暫定

ケアプランを作成した被保険者が、認定の結果、要支

援者となった場合については、当該事業者の作成した

暫定ケアプランについては、当該被保険者が自ら作成



したものとみなし、当該被保険者に対して給付がなさ

れないことがないようにすることが望ましい。

なお、いずれの暫定ケアプランにおいても、仮に認

定の結果が異なった場合でも利用者に給付がなされる

よう介護予防サービス事業者及び居宅サービス事業者

の両方の指定を受けている事業者をケアプラン上は位

置付けることが考えられる。

実際の居住地が住所地から遠隔にある要支援者の介53
護予防支援は居住地と住所地のどちらの市町村の介護

予防支援事業者が行うのか。また、その場合の費用負

担はどのような取扱いとすればよいのか。

（答）

介護予防支援については、住所地の市町村において

指定された介護予防支援事業者において行うことが原

則となるが、御指摘のケースの場合のように、実際の

居住地が遠隔にある要支援者の介護予防支援について

は、

① 当該住所地の市町村が、当該居住地の市町村の

指定した介護予防支援事業者との契約により、当

該介護予防支援事業者において当該要支援者の介

護予防支援を行う方法

② 当該住所地の介護予防支援事業者が、居宅介護

支援事業所への委託を活用し、要支援者の居住地



の居宅介護支援事業所に介護予防支援業務を委託

する方法

などが考えられる。

なお、①の方法による場合の費用負担については、

両者の契約により行われるものであるが、住所地の市

町村により当該介護予防支援に要した費用を負担する

ことが考えられる。


